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2月13日に総務省が行った全国都道府県総務部長会議で、地方公務員給与の削減の考え方
が、26日に公表されました。「基本的な考え方」では、次のとおり示されています。
	国家公務員は、2012年４月から2014年3月までの２年間にわたり「臨時特例法」により給与が減額されています。削減の理由は、国の厳しい財政状況と東日本大震災の復興財源がその理由とされています。

総務省は、この「臨時特例法」に準じた削減を地方自治体に要請しています。実態は、地方交付税減額による「強制」です。その具体的な内容について見てみます。 
１．毎月の給与

各自治体に一律7.8％削減するよう求めてはいないとしています。
具体的には、２月８日に総務省が公表した2012年のラスパイレス指数をもとに削減方法が次のように区分されます。

①　ラス指数が100を下回る自治体
引き下げを「要請」しない。

2 ラス指数が100を上回り、ラス指数「参考値」（国公の削減がなかったとした場合の指数）が100を下回る自治体
ラス指数が100を上回る部分の削減
③　ラス指数参考値が100を上回る自治体

ラスパイレス指数と参考値との差分の引き下げ

ただし、2012年4月2日以降に指数に影響を与える独自削減の改廃がある場合はそれを考慮する。
	
	
	　津別町は②に該当します。

　・2012年ラス指数　　　１０６.８

　・ラス指数「参考値」00000９８.６

・削減率　　　　　　00000000６.８

２．手当
以下のとおり「臨時特例法」に準じる。
①　給与に連動した手当（時間外手当・地域手当等）は削減　＊地域手当は津別にはない
2 期末・勤勉手当は、9.77％の削減

本来の給与に６月は1.95月、12月は2.00月を乗じて9.77％を削減

3 管理職手当は一律10％削減
３．対象となる職員等
①　一般職の全て
②　特別職
　　各自治体で判断　＊「臨時特例法」では、内閣総理大臣は30％削減
③　議員
　　各議会で判断　＊国会議員は2014年3月まで20％削減中
④　臨時職員
　　「臨時特例法」に基づく国の臨時・非常勤職員の扱いを参考に判断
地方自治否定の暴挙！ 自治労全体の闘いで、断固阻止しなくてはなりません！
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